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   福祉専門職配置等加算の算定要件について（通知） 
 

日頃から、本市障害福祉事業施策に御尽力いただき、ありがとうございます。 
 障害児通所支援[注 1]及び障害児入所支援[注 2]における福祉専門職配置等加算の算定要件につきま

しては、「良質な人材の確保とサービスの質の向上」を図る観点から、条件に応じて加算の算定を行って

おります。 
毎月、各事業所から提出されております「令和６年度障害児（通所・入所）給付費算定に係る体制等

に関する届出書（以下、「体制届」という。）」について、報酬告示上の算定要件に照らし精査していると

ころですが、提出されました体制届の中には、当該加算の趣旨とは異なる解釈で体制届を提出している

事例が散見されております。 
 ついては、福祉専門職配置等加算の算定要件において、次のとおり御確認いただき、今後も適正な加

算算定に努めていただくようお願いいたします。 
 [注 1]：児童発達支援（センターを含む）、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス 

 [注 2]：福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設 

 
１ 福祉専門職配置等加算 

(1) 加算区分（Ⅰ）[注 3] 

常勤の児童指導員等のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師の資格保

有者が３５％以上雇用されている事業所 

(2) 加算区分（Ⅱ）[注 3] 

常勤の児童指導員等のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師の資格保

有者が２５％以上雇用されている事業所 

(3) 加算区分（Ⅲ）[注 4] 

児童指導員、保育士等のうち、常勤職員が７５％以上（Ⅲ－①）又は勤続３年以上の常勤職員が

３０％以上（Ⅲ－②）の事業所 
[注 3]：加算区分（Ⅰ）（Ⅱ） 

児童指導員等に対して一定の有資格者（専門職員）を配置することにより、資格保有率を高

め、サービスの質向上を図っていることに対する評価 

[注 4]：加算区分（Ⅲ） 

常勤職員又は経験職の人材定着率を高め、サービスの質向上を図っていることに対する評価 

管理者 様 



２ 各加算区分の計算方法 
(1) 加算区分（Ⅰ）、（Ⅱ）の場合 

事業所全体の常勤の児童指導員等[注 5]の内、有資格者（社会福祉士等）の割合を算出する計算

方法 

常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員等の内、有資格者（社会福祉士等）の人数（分子） 

常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員等の総数（分母） 

[注 5]：福祉専門職配置等加算（Ⅰ）、（Ⅱ）における「児童指導員等」 

児童指導員、共生型児童発達支援（放課後等デイサービス）従業者、指定発達支援医療機

関の職員 

 

(2) 加算区分（Ⅲ－①）【常勤要件】 

事業所全体の児童指導員又は保育士等[注 6]の内、常勤職員の割合を算出する計算方法 

常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の合計勤務時間数（分子） 

直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の合計勤務時間数（分母） 

 

(3) 加算区分（Ⅲ－②）【勤続年数要件】 

事業所全体の常勤の児童指導員又は保育士等[注 6]の内、勤続３年以上の職員の割合を算出する

計算方法 

常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士等の内、勤続３年以上の職員の人数（分子） 

常勤の直接処遇職員として勤務している児童指導員又は保育士の総数（分母） 

[注 6]：福祉専門職配置等加算（Ⅲ－①、②）における「児童指導員又は保育士等」 
児童指導員、保育士、共生型児童発達支援（放課後等デイサービス）従業者、指定発達支

援医療機関の職員 
 

 

加算区分 
（Ⅰ）、（Ⅱ）、 

（Ⅲ－②）【勤続年数要件】 
（Ⅲ－①）【常勤要件】 

計算式に用いる数 

の考え方 
実際の人数 

常勤換算方法により 

算出された従業者数 

 
 
 
 
 



３ 福祉専門職配置等加算に関する具体例 

 

 

（障害者総合支援法の体制届【別紙７-１】「福祉専門職員配置等加算に関する状況」様式から抜粋） 

 

 

※ 体制届「別紙３（福祉専門職員配置等加算に関する状況）」の様式については、上記障害者総合支援

法の体制届【別紙７-１】「福祉専門職員配置等加算に関する状況」様式と統一化しております。 

児童指導員 常勤 専従 Ａ 社会福祉士 160 40.0 1.0

児童指導員 常勤 専従 B 160 40.0 1.0

児童指導員 常勤 専従 C ３年 160 40.0 1.0

保育士 常勤 専従 D ５年 160 40.0 1.0

看護職員 常勤 専従 E 160 40.0 1.0

児童指導員 非常勤 専従 F 100 25.0 0.6

児童指導員 非常勤 専従 G 60 15.0 0.4

保育士 非常勤 専従 H 60 15.0 0.4

事業所（法人）の定める常勤職員の１週間あたりの勤務時間数 ４０時間

週平均の
勤務時間

常勤換算
後の人数

職種 勤務形態 氏名 資格の要件 勤続年数
４週の
合計

①
児童指導員等の総数
（常勤）

3人

②
①のうち社会福祉士等
の総数（常勤）

1人

①
児童指導員等の総数
（常勤換算）

5.4

② ①のうち常勤の者の数 4人
①に占める②の割合が
７５％以上

①
児童指導員等の総数
（常勤）

4人

②
①のうち勤続年数３年
以上の者の数

2人
①に占める②の割合が
３０％以上

　１　社会福祉士等の状況

①に占める②の割合が
３５％以上

×

①に占める②の割合が
２５％以上

○

　２　常勤職員の状況 ×

　３　勤続年数の状況 ○

５０％→勤続年数要件：〇 

３３％→（Ⅰ）：×、（Ⅱ）：〇 

７４％→要件：× 

4.0 

1.4 

5.4 

加算区分(Ⅰ)・(Ⅱ) 

加算区分(Ⅲ)-① 

加算区分(Ⅲ)-② 



４ 当該取扱いの適用時期 

  令和７年２月１日 

（令和７年２月１日以降を新規指定日とする新規指定申請や令和７年２月１日以降を変更年月日と

する体制届の変更から適用します。） 

既に福祉専門職配置等加算を算定している事業所におかれましては、上記適用期間中に、本通知の

考え方に基づき、改めて算定要件を満たしているか確認をお願いいたします。 

確認した結果、加算区分の変更及び加算の取下げが必要になる場合は、令和７年３月１日までに体

制届の変更をお願いいたします。令和７年３月サービス提供分までは、当該加算の算定を可とします。 

 
５ 留意事項 

(1) 加算区分（Ⅲ-②）【勤続年数要件】の「勤続３年以上」について 

「３年以上従事している従業者」とは、加算の申請を行う前月の末日時点における勤続年数をい

うものとする。具体的には令和６年４月における勤続年数３年以上のものとは、令和６年３月３１

日時点で勤続年数が３年以上であるものをいう。 

また、勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え同一法人の経営する他

の障害児通所支援事業、障害児入所施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に定める障害福祉サービス事業（旧法施設を含む）及び精神障害者生活訓練施設、精神障害

者授産施設、精神障害者福祉ホーム、小規模通所授産施設、地域生活支援事業の地域生活支援セン

ター等の事業、障害者就業・生活支援センター、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者

に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

 

(2) 多機能型事業所等における本加算の取扱い 

多機能型事業所の場合、多機能型事業所全体で配置割合等の計算を行い、要件を満たす場合には、

多機能型事業所全体の利用者に対して加算を行うこととする。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

問合せ先 
障害者施設指導課事業者指定担当 
電話：044（200）2927 
FAX：044（200）3932 


